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中小企業にも広がり始めた販売価格引き上げの動き
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（１）日銀短観６月調査によると、中小企業の販売価格判断ＤＩ（「上昇」－「下落」）は±０と、６年

ぶりに下落超過が解消（図表１）。円安などに伴うコスト増や需給環境の改善を背景に、中小企業に

おいても販売価格を引き上げる動きが広がってきており、３ヵ月後の先行き判断をみると、ＤＩは

1991年以来の上昇超過に転じる見込み。以下では、中小企業の販売価格引き上げが消費者物価に与え

る影響を検討。

（２）まず、消費者物価と関連が強い４業種（製造業、小売業、対個人サービス、宿泊・飲食サービス）

の販売価格判断ＤＩをみると、いずれの業種においても中小企業のＤＩは改善傾向（図表２）。先行

き判断では、製造業を除きＤＩの上昇が頭打ちとなるものの、大企業に比べ中小企業の方が総じて低

下幅は小さく、中小企業が販売価格の維持・引き上げに強気な姿勢であることを示唆。

（３）消費者物価の工業製品（対コアＣＰＩウェイト：37％）に占める中小企業性製品の割合は４割弱（※）

とみられることから、中小製造業の販売価格引き上げは消費者物価の直接的な押し上げ要因に。実

際、消費者物価の工業製品の推移をみると、足元では、中小企業性製品の価格上昇が全体の伸びを押

し上げていることを確認可能（図表３）。

（４）一方、消費者物価の価格調査は調査地区内で販売数量や従業者規模が大きい店舗が対象であるた

め、中小サービス業や小売業の販売価格引き上げは、消費者物価に十分反映されない可能性も。もっ

とも、これらの業種では、すでに大企業主導で物価は前年比上昇に転じており（図表２）、売上シェ

アが大きい中小企業の強気な価格設定行動が持続すれば、低価格競争の緩和などを通じ消費者物価の

上昇基調の定着に寄与する見込み（図表４）。

（※）旧基準（平成17年基準）の消費者物価指数では、工業製品を大企業性製品（原則として従業員数が300人を超える企業で製造される

製品）と中小企業性製品に区分していたが、現行基準（平成22年基準）では、「企業の製品開発の多様化によって明確に区別すること

が困難になった製品もある」との理由で、こうした区分は廃止されている。ここでは、旧基準の品目分類を参考に割合を試算。
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（注）直近は2014年６月調査における先行き判断。

（図表１）日銀短観・販売価格判断ＤＩ
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（注１）大企業性製品・中小企業性製品は、平成17年基準の消費者物

価指数を基に分類。現行基準（平成22年基準）において調査に追加

された品目については除外して指数を算出。

（注２）グラフは、消費税率引き上げの影響を除いた試算値。
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（図表3）消費者物価・工業製品の寄与度分解

（前年比）

44.4 
58.9 

70.4 69.2 

16.7

16.8
13.6 13.5

38.9
24.4

16.0 17.3

0

20

40

60

80

100

全産業

（除く金融・保険業）

小売業 宿泊業・飲食

サービス業

生活関連サ

・娯楽業

大企業 中堅企業 中小企業（資料）財務省を基に日本総研作成

（図表４）売上高に占める企業規模別シェア（2012年度）
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（注１）短観の直近は2014年６月調査における先行き判断。

（注２）宿泊・飲食サービス、対個人サービスのＣＰＩは、それぞれ「外食＋宿泊

料」、「一般サービス－外食－民営家賃－帰属家賃－宿泊料－携帯電話通

信料」で指数を算出。ともに、消費税率引き上げの影響を除いた試算値。

（図表２）業種規模別の販売価格判断ＤＩ
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